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特別利益の計上及び特別損失の計上並びに 2026 年 3 月期通期業績予想 

の修正に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年 3 月期通期決算において特別利益及び特別損失を計上するとともに、2026 年 2 月 13 日に公表し

ました 2026 年 3 月期通期業績予想を下記のとおり修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．補助金収入による特別利益及び特別損失の計上 

当社の金型事業において経済産業省へ交付申請いたしました「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業補

助金」に基づく補助金を 2026 年 3 月に受領したことにより 276 百万円を補助金収入として特別利益に計上する見込

みとなりました。 

また、補助金収入のうち固定資産取得に該当する部分について、取得価額から直接減額する圧縮記帳処理を行い、

258 百万円を固定資産圧縮損として特別損失に計上する見込みとなりました。 

 

２.連結子会社に係る特別損失の計上 

当社の連結子会社であるドイツの Jenaer Gewindetechnik GmbH (以下 JGWT) は業績不振が続いておりその立て直

しに努めて来た所でありますが、ドイツ経済の低迷による受注の落ち込みや、諸経費の高騰、ベテラン社員の離職に

よる工数不足等から営業損失が拡大してしまいました。 

このような状況から下記の特別損失を計上する必要があると判断致しました。 

 

（１）固定資産の減損損失（連結） 

「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき将来の回収可能性を慎重に検討した結果、当連結会計年度におい

て 208 百万円の減損損失を計上する見込みとなりました。 

 

（２）構造改革費用（連結） 

取扱商品の絞り込みや工程集約等に伴い使用見込が低下した一部の棚卸資産に対する評価損等の 240 百万円

を構造改革費用として計上する見込みとなりました。 

 

（３）関係会社株式評価損（個別） 

当社が保有する JGWT の株式について、同社の業績悪化に伴い実質価額が著しく低下したことから、「金融商

品に関する会計基準」に基づき個別決算において関係会社株式評価損 423 百万円を特別損失に計上する見込み

となりました。 

なお、当該関係会社株式評価損については連結決算において消去されるため、連結業績に与える影響はあり

ません。 

 

（４）関係会社事業損失引当金繰入額（個別） 

業績再建が進まない中で将来発生する更なる損失に備えるため、JGWT の財政状態を勘案し、関係会社事業損

失引当金繰入額として 478 百万円を特別損失に計上する見込みとなりました。 

なお、関係会社事業損失引当金繰入額については連結決算において消去されるため、連結業績に与える影響

はありません。 
 

３.通期業績予想の修正について 

（1）2026 年 3 月期 通期連結業績予想数値の修正（2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に
帰属する  
当期純利益 

1 株当たり  
当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 18,800 180 40 130 22 円 71 銭 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 19,000 25 5 △80  △14 円 30 銭 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） 200 △155 △35 △210  

増 減 率            （％） 1.1 △86.1 △87.5 -  

（ご参考）前期通期実績 
（2025 年 3 月期） 17,284 311 419 172 30 円 23 銭 



 
（2）修正理由 

金型事業の新規プロジェクト関連設備の売上が寄与し発表予想を超える売上となりましたが、この設備は製造委託

先への販売であることから差益は限定的であります。その一方で、日中間の政治情勢の悪化に伴い中国レアアース（希

土類）磁石の輸入が当初期待に反して回復せず、同磁石を使用するモーターコアの売上が大幅に減少してしまいまし

た。ドイツ子会社 JGWT の業績悪化等も加わり、結果として連結営業利益・経常利益が大幅に減少する見込となりまし

た。また、上記の JGWT に係る特別損失の計上により当期純損失の見込となりました。 

 

２.配当予想について 

昨年末以来駆動システム事業の受注が急回復していることに加え、今年度量産がスタートする金型事業の新規プロ

ジェクトが今後の業績に寄与することを見込んでおります。こうした背景の中、安定的な配当を継続する方針に基づ

き配当予想（期末配当 10 円）の変更はいたしません。 

 

 

※上記の予想は、当社が現時点で入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

以上 


